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大田原市の家計簿



【目　　次】

１　令和元年度の市の予算 1

２　令和元年度の一般会計予算 2

３　市民１人当たりの予算 4

４　令和元年度予算にみる１人当たりの経費 5

５　主な事業の予算 7

６　基金の状況 8

７　市債の状況 9

８　市債の残高 10

９　公債費の状況 11

令和元年度の予算は、大田原市総合計画「おおたわら国造りプラ

ン」に掲げた将来像、『知恵と愛のある 協働互敬のまち おおたわ

ら』の実現を目指し、市民が幸せを実感できる大田原を創生するため、

引き続き持続可能な財政基盤の確立に向けた財政構造改革の推進

と「おおたわら国造りプラン」に掲げた施策の着実な推進の２つを基本

方針として、編成を行いました。

「大田原市の家計簿」は、この令和元年度の予算をもとに、皆さんに

納めていただく税金や国・県からの支出金が、どのように使われるの

か、どのような仕事にどのくらいお金が必要なのか、また、市の借入金

（市債）や預金（基金）はどのくらいあるのかなど、大田原市の財政状

況をお知らせするものです。



１　令和元年度の市の予算

（１）一般会計

（２）特別会計

国民健康保険事業費

下水道事業

農業集落排水事業

介護保険

子育て支援券

後期高齢者医療

須賀川財産区

※ 特定の収入で特定の事業をまかなっています。

（３）水道事業会計

※ 企業会計で経理されている会計です。

３１７億６,０００万円

１８３億２,０６０万円

８１億９,０００万円

２０億１,９００万円

２７億２,４００万円

※ 皆さんからの税金を主な収入として市の大部分の仕事をまかなっています。

２億１００万円

７１億３,６００万円

１４０万円

６,３１０万円

７億１,０１０万円
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単位：億円

年度

当初予算規模の推移

国保特会 下水特会 老保特会

農集特会 介護特会 子育て支援券特会

後期高齢者医療特会 須賀川財産区特会 一般会計

一般会計

国保

下水

介護
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２　令和元年度の一般会計予算

  【歳入】

市　　　税 １０５億２,１０４万円

地方交付税 ５９億５,５００万円

国庫支出金 ４３億９１８万円

市　　　債 ２８億３,３９０万円

　（うち合併特例債） （３億９,１９０万円）

県支出金 ２２億２,２２０万円

地方消費税交付金 １６億円

繰入金 １１億８,８００万円

使用料及び手数料 ３億９,９１１万円

分担金及び負担金 ３億６,１７８万円

その他 ２３億６,９７９万円

皆さんに納めていただく市民税（個人及び法人分）や固定
資産税、都市計画税などの税金です。

全国の市町村がひとしく事務ができるように、国税（所得
税、法人税、酒税、消費税、地方法人税）の一定割合
が、市町村の財政状況に応じ交付されます。

合併市町村が利用できる有利な借入金です。

道路の整備や学校の建設、社会福祉などの特定の事業
に対して、国から支出されるお金です。

多額の資金を必要とする事業に対して、国や金融機関から
借り入れるお金です。

繰越金や財産収入、ふるさと納税寄附金などのお金です。

市営住宅などの使用料や住民票の交付手数料などです。

特定の事業に対し県から支出されるお金です。

他市町村からの負担金や、保育園児の保護者に負担してい
ただくお金です。

消費税８％の内１．７％が県の収入になり、その2分の１が市
町村に交付されます。

基金（預金）から一般会計に繰り入れるお金です。

市税

33.1%

地方交付税

18.8%
国庫支出金

13.6%

市債

8.9%

県支出金

7.0%

地方消費税交付金

5.0%

繰入金

3.7%

使用料及び手数料

1.3%

分担金及び負担金

1.1%

その他

7.5%

元年度一般会計歳入予算 ３１７億６,０００万円

一般会計には、市民の皆さんの日常生活に深く関わっている福祉、衛生、道路、教

育などの仕事を行うための経費が計上されています。

令和元年度の予算は、３１７億６,０００万円で、その内訳は以下のとおりです。
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  【歳出】

議会費 ２億９,１５４万円 議会の活動に要する経費です。

その他

１０４億６,０１２万円

３５億７３３万円

３４億８,０６７万円

４２億２,２５６万円

労働費や災害復旧費などの経費です。

小・中学校の教育を充実させたり、文化・芸術、スポーツを盛ん
にしたりするための経費です。

道路や橋、河川、公園などの整備や維持管理を行うための経費
です。

高齢者や乳幼児、障害者などを援護する福祉向上のための経
費です。

学校や道路、市営住宅などを建設するために借りたお金を返済
するための経費です。

商業や工業、観光などを盛んにするための経費です。

市役所の全般的な仕事や選挙事務などの経費です。市庁舎復
興再整備に係る経費も含まれています。

皆さんの健康を守ったり、ごみやし尿を処理するための経費で
す。

農業や畜産業、林業などを盛んにするための経費です。

皆さんの生命や身体、財産を火災などの災害から守るための経

５,３８１万円

民生費

公債費

総務費

教育費

土木費

衛生費

商工費

農林水産業費

３５億６,５４５万円

１８億５,７０９万円

１３億５,９４０万円

１４億５,０７３万円

消防費 １５億１,１３０万円

民生費

32.9%

教育費

13.3%
土木費

11.2%

公債費

11.0%

総務費

11.0%

衛生費

5.8%

消防費

4.8%

農林水産業費

4.6%

商工費

4.3%

議会費

0.9%

その他

0.2%

元年度一般会計歳出予算 ３１７億６,０００万円
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３　市民１人当たりの予算

【歳入】
市税 １０５億２,１０４万円 （１人当たり　　１４万７,９０７円）

市税以外のお金 ２１２億３,８９６万円 （１人当たり　　２９万８,５８１円）

【歳出】
民生費 １４万７,０５０円

教育費 ５万９,３６１円

土木費 ５万１２４円

公債費 ４万９,３０７円

総務費 ４万８,９３２円

衛生費 ２万６,１０７円

消防費 ２万１,２４６円

農林水産業費 ２万３９５円

商工費 １万９,１１１円

その他 ４,８５５円
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単位：万円

年度

市民１人当たりの予算の推移

民生費

総務費

教育費

公債費

土木費

その他

住基人口

一般会計の予算の総額３１７億６,０００万円を、平成３１年４月１日現在における住

民基本台帳人口７１,１３３人で除して、市民１人当たりの予算に換算すると４４万６,４

８８円になります。その使いみちの内訳は以下のとおりです。

１人当たりに使われるお金

４４万６,４８８円

参考）

１人当たりの個人住民税 ４万８,２０７円

１世帯当たりの市税 ３６万８,６０３円
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４　令和元年度予算にみる１人当たりの経費

（１）高齢者１人当たりの経費

老人福祉費 ９億７,１６９万円 ６５歳以上の人口 ２０,４８５人
（平成３１年４月１日現在）

※ 介護保険に係る経費は含まれていません。

１３９万６円

保育関係経費 ２３億８８０万円 園児数 １,６６１人
（私立保育所運営費を含む） （平成３１年４月１日現在）

（３）健康診査に係る国民健康保険被保険者（４０～７４歳）１人当たりの経費 １万７０６円

（平成31年４月１日現在）

４万７,４３４円

（２）保育園児１人当たりの経費

県支出金

11,753

雑入等

11,662

市税等

73,754

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

保育料等

19,325

国県支出金

95,548
雑入等

683

市税等

115,324

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 １０,３６８円

市民１人当たりの負担 16,212円

園児１人当たりの保護者負担

116,346円

一般会計の予算のうちで、高齢者、保育園児、健康診査、ごみ処理及び小中学校児

童生徒に要する１人当たりの経費については、以下のとおりです。

国県支出金

209

市税等

14,790

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 ２,０７９円
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（４）ごみ処理に要する１人当たりの経費

ごみ処理費 ７億６,５３３万円 　　　 人口 ７１,１３３人
（平成３１年４月１日現在）

（５）小学生１人当たりの経費

小学校費 １０億７,８１７万円 小学校児童数 ３,６４６人
（平成３１年４月現在）

（６）中学生１人当たりの経費

中学校費 ９億９,１０１万円 中学校生徒数 １,８５２人
（平成３１年４月現在）

５３万５,１０３円

１万759円

２９万５,７１３円

県支出金

262

雑入等

5,486
市税等

70,785

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 9,951円

国県支出金等

6,354
市債

3,160

市税等

98,303

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

国県支出金等

5,905

市債

31,060
市税等

62,136

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 １3,820円

市民１人当たりの負担 8,735円
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５　主な事業の予算

（１）道路 道路関係予算額 ２２億５４９万円
（内訳） 道路維持 ６億１,２１３万円

新設改良 １４億１,０８５万円
橋りょう維持 ７，４２０万円
街路 ５７１万円
総務費 １億２６０万円

（２）消防 消防費予算額 １５億１,１３０万円

（３）下水道 下水道事業特別会計予算額 ２０億１,９００万円

国県支出金

67,556

市債

91,480 

雑入等

1,040 

市税等

60,473 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

負担金

2,876 

使用料及び手数料等

66,334 

国庫支出金

18,691 
市債

33,310 

市税等

80,689 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 11,343円

大田原市の予算のうちで、道路、消防、下水道に係る予算及びその内訳について

は、以下のとおりです。

市民１人当たりの負担 8,501円

県支出金等

444 

市債

11,820 
市税等

138,866 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

市民１人当たりの負担 19,522円
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６　基金の状況

財政調整基金 １３億１,３５６万円

減債基金 １,１９１万円

現金 １億７,２６５万円

土地 ８７,２８９㎡

奨学基金 １億１,９０３万円

あすなろ基金 ９,８２７万円

大学誘致基金 １,３１1万円

スクラム基金 ２億９,１１７万円

スポーツ文化振興基金 ４,４７９万円

子育て支援基金 １,３０９万円

中山間地域農村環境保全基金 １,４９６万円

現金 １億１６３万円

有価証券 ５億９,９７７万円

国民健康保険財政調整基金 １１億８,８１０万円

現金 ７４２万円

貸付金 ２５８万円

介護保険財政調整基金 ３億９,４０３万円

高額介護サービス費貸付基金 １００万円

現金 ２５８万円
収入印紙等 １４２万円

公共施設整備等基金 ６億３,９３０万円

学校教育施設整備基金 １９８万円

みどりと景観保全基金 ３０６万円

結婚支援事業基金 ４１２万円

須賀川財産区財政調整基金 １,４１３円

※出納整理期間中（H31.4/1～R1.5/31）に積み立てる予定のものを含んでいます。

財産区の健全な財政運営を行うための基金

明日を担う子どもを、安心して生み、健やかに育
てるための基金

国民健康保険事業を適正に行うための基金

中山間地域の農村環境を形成する土地改良施
設等の保全事業を実施するための基金

一時期に多くの医療費を必要とする人に対して
貸し付けをするための基金

合併後の市民の連帯の強化と地域の振興に必
要な経費の財源に充てるための基金

地域活性化や定住促進などの観点から、独身男
女の結婚を支援するための基金

介護保険事業を健全に維持するための基金

多くの介護保険サービス費を必要とする人に対し
て貸付をするための基金

公共施設の整備等に必要な経費の財源に充て
るための基金

豊かな自然環境や魅力的な景観を保全するた
めの基金

学校教育施設の整備等に必要な経費の財源に
充てるための基金

年度間のお金の調整を行い、健全な財政運営を
行うための基金

市で借りたお金の返済を計画的に行うための基
金

大学などの高等教育機関の誘致を進めるための
基金

皆さんのスポーツや芸術・文化を振興するための
基金

高校生や大学生に対して奨学金の貸し付けをす
るための基金

小学生や中学生の表彰と青少年の国内外の交
流に関する事業を円滑に行うための基金

高齢者などの生活を援助するための基金

施設などを建設するための土地をあらかじめ購
入することで、その事業を進めやすくするための
基金

収入印紙等購入基
金

収入印紙等を購入するための基金

高額療養費資金貸付基
金

合併振興基
金

土地開発基金

基金とは、特定目的のために準備された元手となる資金で、この資金を元手に預金や投資等の

運用で得た収益を活用しながら、必要に応じて積立てや取崩しを行う財産です。

大田原市には、平成３１年４月１日現在で２１の基金があり、その内容は以下のとおりです。
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７　市債の状況

① 臨時財政対策債（注）

② 合併特例事業

③ 社会資本整備総合交付金事業（道路・橋りょう等）・消防施設整備事業等

④ 市道整備・那須野が原ハーモニーホール設備改修・公営住宅改修事業等

（注）

１１億円

国税収入の減少による普通交付税の財源不足額を、それぞれの自治体が借り入れ補てんするものであり、後年度
普通交付税で全額措置されます。

３億９,１９０万円

５億２,６８０万円

８億１,５２０万円

①

臨時財政対策債

38.8%③

社会資本整備総合交付

金事業（道路・橋りょう

等）等

28.8%

②

合併特例事業

13.8%

④

市道整備等

18.6%

市債の状況

元利償還金の７０％が後年度

交付税措置されます。

元利償還金の２０～８０%が後年

度交付税措置されます。

元利償還金の１００％が後

年度交付税措置されます。

市は、皆さんが納める税金を主な収入として、いろいろな仕事をしています。

そのなかで、学校や道路などは、皆さんの子どもの代まで利用できるものであり、その建設や工

事にかかるお金も、それらを利用する住民の方にも負担していただくという考えで、一部に長期の

借入れをしています。

この借入金を市債といい、令和元年度は一般会計で２８億３,３９０万円で、うち３億９,１９０万円

が合併特例事業債という、合併市町村に有利なものを予定しています。

令和元年度の借入金を市民１人当たりに換算すると３万９,８３９円になりますが、国の財源不足

を補てんするために市が借入れる臨時財政対策債１１億円を除くと（後年度、普通交付税で全額

措置されるため）、市民1人当たりの実質的な負担額は、２万４,３７５円となります。

庁舎復興再整備事業

大田原中学校校舎増改築事業
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８　市債の残高

一般会計、特別会計の１人当たりの地方債残高見込（水道事業会計を除く）

一般会計

下水道事業

農業集落排水事業
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国と地方の借入金残高の推移 国 地方

（見込） （予算）

平成３０年度末の一般会計における地方債の現在高は、３３１億１,５６０万円（うち臨時財政対策

債を除くと１７４億４,２３３万円）となる見込みであり、市民１人当たりに換算した額は４６万５,５４５

円となりますが、後年度普通交付税で全額措置される臨時財政対策債の残高を除くと、実質的な

市民１人当たりの市債残高は、２４万５,２０７円となります。

一般会計・特別会計

の１人当たり残高計

６０万６,６７０円

下水道事業会計

１２万８,９５５円

一般会計

４６万５,５４５円

農業集落排水事業会計

１万２,１７０円
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９　公債費の状況

一般会計、特別会計の１人当たりの返済額（水道事業会計を除く）

　

22 23 24 25 26 27 28 29 30 1

一般会計 36.59 40.24 39.96 40.34 41.18 41.15 39.97 38.37 37.11 35.07

特会合計 9.50 9.35 9.25 13.08 9.21 9.20 9.08 9.08 9.09 8.93
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公債費の状況

市債は、借入年度では収入ですが、将来に渡り元金に利息をつけて返済していかなけれ

ばなりません。この市債（借入金）の返済金を公債費といいます。

令和元年度の一般会計公債費は、３５億７３３万円で、市民１人当たりに換算した返済額

は４万９,３０７円です。

一般会計・特別会計

の１人当たり返済額計

６万１,８５８円

下水道事業会計

１万９７２円

一般会計

４万９,３０７円

農業集落排水事業会計

１,５７９円

H22からH29までは実績、H30は決算見込、R1は予算計上額です。
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お問い合わせ先

大田原市財務部財政課財政係

℡０２８７-２３-８７９７

E-mail zaisei@city.ohtawara.tochigi.jp


